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Ⅲ　具体的諸事例の整理と検討
＜承前＞
６　川崎大気汚染公害第二次～第四次訴訟第一審判決
　　横浜地裁川崎支部平成10年8月5日判決（判時1658号 3 頁）
［事実概要］
大気汚染公害事例における被害者の素因（2・完）
谷 　 口 　 　 　 聡
 The Victim’s Predisposition in the Case of Air Pollution（2）
Taniguchi Satoshi
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前記判例時報匿名冒頭記事によれば、事実関係は、およそ以下のとおりである。本件は、川崎大
気汚染公害についての第二次ないし第四次訴訟の第一審判決である。原告らXらは、現在または過
去において、川崎市川崎区又は同市幸区に居住または通勤し、公害健康被害補償法に定める指定疾
病（慢性気管支炎、肺気腫及び気管支ぜん息）の認定を受けた患者と死亡した患者の相続人であ
る。被告Y1は、国道を設置管理する国であり、Y2 は、高速道路を管理する首都高速道路公団であ
る。Xらは、国道および高速道路とこれに接続する神奈川県道および川崎市道が自動車の走行の用
に供されたことにより排出された大気汚染物質を原因とする健康被害を受け、また、受け続けてい
るとして、①Xらの居住地に環境基準を超える二酸化窒素および浮遊粒子状物質の差止め、②関連
道路を設置・管理する神奈川県、川崎市および被告道路を設置管理するYらとの間に共同不法行為
に基づいて約64億円の損害賠償を請求した。なお、Xらは、周辺地域の排出企業も被告としていたが、
これら企業との間では裁判上の和解が成立している。
［判決要旨］
①本判決の事実および判決理由の一番大きな項目「第七章　大気汚染物質の到達」の「第五　本
件道路からその沿道地域への大気汚染物質の到達」という段において、到達の因果関係を認定して
いる1。
②「第一〇章　本件地域における大気汚染と本件疾病の発症又は増悪の危険性」という項目の「第
一　因果関係総論」という段において、最高裁昭和50年10月24日判決の蓋然性説を引用して、原告
の因果関係の立証は蓋然性をもって足りる旨述べている2。
③「第一二章　原告らの損害」という大きな項目の「第一　個別的因果関係」という段の「三　
大気汚染との関係」という小項目においては、個別的因果関係を明確に認定している3。
④同じく「第一二章　原告の損害」の項目の「第二　患者原告らまたは死亡患者らの損害の範囲」
という段の、「二　損害額の算定」という小項目において、以下のような判示がなされている。「 2
損害額の減額」「ところで、沿道原告らの損害額について、大気汚染物質以外で本件疾病の発症又
は増悪に関与している因子がある場合には公平の観点からその寄与割合で損害額が減額される場合
があると解するのが相当である。そして、前記のとおり、本件疾病の発症又は増悪に関与する主な
因子は、喫煙、受動喫煙、職業性暴露、室内汚染、加齢及びアトピー素因であるところ、喫煙以外
の因子については、いずれも生活上やむをえない事情又は生来的・自然的な事情であり、これを回
避することは不可能又は困難であるから、これを考慮しないことが公平を著しく害するということ
はできず、これらの寄与割合による損害額の減額を考慮することはできないが、喫煙については、
喫煙者の自由意思によるものである上、健康上の好ましくない影響があることは従来から知られて
いたというべきであるから、その喫煙の程度に従った寄与割合による損害額の減額を考慮すべきで
 
₁　判時1658号34頁。
₂　判時1658号68〜70頁。
₃　判時1658号77，78頁。
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あると解するのが相当である」とした4。
［判例評釈の文献］
田山輝明教授は、本判決で問題とされている因子である、喫煙、受動喫煙、職業性暴露、室内汚染、
加齢及びアトピー素因について、「喫煙以外については、生活上やむを得ない事情であり、または
生来的・自然的事情であるとして、これを区別して減額事由としなかった点は注目に値する。被害
者の素因に関する最判平成四・六・二五（民集四六・四・四〇〇）は、被害者の自由（意思）を問
題にしていないからである」として5、端的な指摘ではあるが、本判決が素因不考慮的な立場を示
した点について肯定的に受け止めているように思われる。
塩原見解においては、疾患を考慮した最高裁平成 4 年判決と身体的特徴を不考慮とした最高裁平
成 8 年判決を採り上げつつ、本判決が「受動喫煙、職業性暴露、室内汚染、加齢及びアトピー素因
をすべてその程度に照らした結果として減額対象からはずしたものであれば、最高裁の基準に適合
するが、むしろ被害者にとっての回避可能性を独自の基準として減責の可否を決定しているようで
ある。素因に対する取り扱いとしては学説上有力な説と一致するが、喫煙以外の他因子についても、
非特異性疾患の性質に鑑み、損害賠償額の算定段階では考慮する余地がある」としている6。本判
決が最高裁の 2 つの判例の基準とは異なる観点で示されたものであり、また、その点についての批
判的な視座がうかがえる評釈である。
［本判決の検討］
本判決では、因果関係における蓋然性説が採用された最高裁昭和50年判決を引用しつつ（③判旨）、
到達の因果関係と個別的因果関係を認定した上で、喫煙以外の因子である受動喫煙、職業性暴露、
室内汚染、加齢およびアトピー素因について減額要素とすることを否定している点が一つの注目点
と言える。これについては、肯定的に捉える評釈と否定的に解する評釈とが存在している7。本判
決についても前記 5 西淀川判決（高崎経済大学論集第56巻 1 号51頁以下）同様、素因について被害
者に非難可能性がないものという価値判断に立ったものとして考えられる。
７　尼崎大気汚染公害訴訟第一審判決
　　神戸地裁平成12年1月31日（判時1726号20頁）
 
₄　判時1658号80頁。
₅　田山輝明「川崎大気汚染公害第二次〜四次第一審判決」判批500号33頁（判時1718号215，216頁）。
₆　塩原真理子「川崎二〜四次訴訟判決の損害論」環境法研究26号162頁。
₇ 　なお、素因の問題について、直接言及していない評釈として、山田洋「自動車排ガス被害と道路管理者の責任」法学教室
No.218　40頁、河野弘矩「川崎大気汚染公害訴訟第一審判決、倉敷大気汚染公害訴訟第一審判決」判評431号56頁（判時1509
号234頁）、横田裕美「川崎公害二次〜四次訴訟判決の意義と今後の展望」環境法研究25号116頁、廣瀬美佳「川崎公害二〜四
次訴訟判決―（１）本件訴訟の意義と論点」環境法研究26号118頁、浜島裕美「川崎公害二〜四次訴訟判決―（２）到達の因果
関係と発症の因果関係」環境法研究26号128頁などがある。
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［事実概要］
前記判例時報記載の冒頭の匿名記事によれば、事実関係はおよそ次のとおりである。尼崎市内に
居住する公害健康被害補償法による認定患者とその遺族が企業九社および国道二号線、四三号線を
設置・管理する国並びに阪神高速道路を設置・管理する阪神高速道路公団に対して、損害賠償と汚
染物質排出の差止めを求めた事案である。原告らは、本件道路排煙（自動車排出ガス）と工場排煙
とが尼崎市の大気汚染を形成しているとし、これらが原告患者の指定疾病（慢性気管支炎、気管支
喘息、喘息性気管支炎及び肺気腫）の原因であると主張した。なお、被告企業九社と原告らとの間
では、平成11年 2 月に和解が成立したため、本判決は、原告四〇〇名と被告国及び阪神高速道路公
団との関係で言い渡されたものである。
［判決要旨］
①判決文事実及び理由の「第六編　当裁判所の判断」における「第六章　争点二（集団的な因果
関係）に対する判断」という項目において集団的因果関係を認定している。
②「第七章　争点三（個別的な因果関係）に対する判断」という大きな項目の「第五　個別的な
因果関係の判断基準（暴露要件）について」という段の「二　発症に関する個別的な因果関係とア
トピー素因との関係」という小項目において、アトピー素因については因果関係の競合があったと
して、次のような一般論を述べている。「因果関係の競合がある場合には、本件沿道汚染と気管支
喘息の発症との間には確かに因果関係（競合する一方の因果関係）があるのだが、因果関係がある
というだけで、本件沿道汚染の原因者に対し、気管支喘息の発症という健康被害の全部の責任を負
わせるのは、不法行為法の理念である損害の公平な負担の実現にもとることになるから、本件沿道
汚染と健康被害との間の因果関係自体は肯定されるが、民法七二二条二項の趣旨を類推して、汚染
原因者が賠償すべき損害の額を相当程度減額すべきである」としたうえで、「 7 　減額割合　アト
ピー素因は、人為的にコントロールするこが可能な大気汚染とは異なり、生来の体質であって被害
者にとってはいかんともし難い性質のものであること、アトピー素因というものが非常に特異な体
質ではなく、わが国の国民のかなりの割合で存在するものであることを考慮すれば、損害の公平な
負担の実現を考える場合にも、アトピー素因を大きな減額要因とすることにも無理があるから、減
額の割合を三分の一にとどめるのが相当である」とした。そして、さらに、「三　増悪に関する個
別的な因果関係」という小項目では、次のような判示がなされている。「 3 　増悪に関する損害賠
償責任の制限　暴露前発症者に関しては、本件沿道汚染後の気管支喘息による健康被害は、いわば
『既存疾患』による損害が拡大したというものであって、このような場合には、損害の公平な負担
という観点から、民法七二二条二項が類推適用され、汚染原因者が負担すべき損害額が減額される
ところ（最高裁一小平成四年六月二五日判決・民集四六巻四号四〇〇頁参照）、本件沿道汚染が気
管支喘息の発症の原因とはなっていない以上、汚染原因者の賠償すべき損害の範囲は、本件沿道汚
染暴露後に生じた損害の二分の一とするのが相当である。」「 4 　増悪に関する個別的な因果関係と
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アトピー素因との関係　ところで、アトピー素因（気道において感作しやすい体質）を有し、かつ、
本件沿道汚染暴露前に発症している者については、本件沿道汚染とアトピー素因とが同様の影響力
で気管支喘息の増悪因子となっているものといわざるをえないから、そのような者に対して本件沿
道汚染が賠償すべき損害額は、本件沿道汚染暴露後に生じた損害の二分の一のうちの三分の二（本
件沿道汚染暴露後に生じた損害の三分の一）とすべきことになる」とした8。
③「第九章　争点五（損害賠償の額）に対する判断」という大きな項目の「第二　予備的な損害
賠償請求（慰謝料請求）について」という段で、慰謝料請求についてはこれを認めて、原告らの既
存疾患につき民法722条 2 項の類推適用により 2 分の一を損害額から減額し、気管支喘息の発症に
アトピー素因が認められる者について同じく民法 722 条2項の類推適用により損害額の 3 分の 1 を
減額するとした9。
④原告らの喫煙その他の事由につき、次のように判示している。「民法七二二条二項により賠償
額の減額を行うべきであり、その場合の減額割合は、喫煙が損害認定期間全部にわたる場合には四
割とし、喫煙が損害認定期間の一部に限られる場合には四割未満の喫煙期間に応じた適当な割合と
するのが相当である」。「その他　被告らは、賠償額を定めるについて、肥満による呼吸器症状の悪
化やアトピー素因がある者のペットの飼育による呼吸器症状の悪化をも斟酌すべきであると指摘す
るようであるが、肥満については気管支喘息の症状を悪化させる因子となるのかどうかさえ不明で
あるから何ら減額事由とすることはできない」などとした10。
［判例評釈の文献］
大杉麻美教授は、 2 つの訴訟の検討において、アトピー素因と喫煙を減額した点について、加害
者に全部の負担をさせることはできないが、減額の範囲には、留意すべきという趣旨で、以下のよ
うに述べている。「アトピー素因や喫煙についても、原告らに発生する事情のすべてを被告らに負
担させるのが妥当である、という見地からすれば否定せざるを得ないが、減額の度合いについては、
大気汚染という自ら避けようのない、避ける手段のないまま被害を受けている被害者に酷ではない
かと思われる」とする11。
吉村教授は、持論に基づいて、尼崎・名古屋南部判決が素因減額をしたことについて、以下のよ
うに批判的に述べている。「両判決は前述のように、民法七二二条二項に関連づけて、アトピー素
因や喫煙を減額事由とする。この考え方の背景にはいわゆる素因減額に関する交通事故を中心とし
た判例の展開がある。しかし、素因が損害発生に寄与したことについて無責の被害者が、素因の存
在によって損害の一部を負担することには問題がある。しかも、これらの判例は元来、交通事故事
例において展開されてきたものであるが、それを被害者と加害者の置かれている立場が異なる大気
 
₈　判時1726号42〜45頁。
₉　判時1726号68，69頁。
10　判時1726号69，70頁。
11　大杉麻美「尼崎大気汚染訴訟・名古屋南部大気汚染訴訟」環境法研究29号5，6頁。
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汚染公害事件に、同じ公平の名のもとに適用することにも疑問なしとしない。このような意味で、
とりわけ問題が多いのはアトピー素因の考慮である。判決自身が『人為的にコントロールすること
が可能な大気汚染とは異なり、生来の体質であって被害者にとってはいかんともし難い性質のもの
であ』り、『わが国の国民にかなりの割合で存在するもの』としている（尼崎判決）アトピー素因
を過失相殺規定に関連づけて（類推適用ないし趣旨の類推により）減額事由とすることには賛成で
きない」としている12。
［本判決の検討］
前記 5 西淀川判決（高崎経済大学論集第56巻 1 号51頁以下）、 6 川崎判決の流れを覆し、アトピー
素因を過失相殺規定の類推適用により減額要素とした点が特徴である。個別的因果関係の争点にお
ける判示であり、素因減額の問題を、判決文にもあるように「因果関係の競合」の問題として捉え
ているようである（②判旨）。喫煙につき、過失相殺規定の「適用」をし、肥満などについては減額
要素としていない点は妥当なものと考えられる。
８　名古屋南部大気汚染公害訴訟第一審判決
　　名古屋地裁平成12年11月27日判決（判時1746号3頁）
 ［事実概要］
前記判例時報の匿名冒頭記事によれば、事実の概要は以下の通りである。愛知県名古屋市、東海
市とその周辺地域のうち公害健康被害補償法に基づき第一種地域として指定されていた地域に現在
または過去において居住または勤務し、公害健康被害補償法または名古屋市救済条例により指定疾
病（慢性気管支炎、喘息性気管支炎及び肺気腫並びにこれらの続発症）の認定を受けた患者とその
相続人が、本件地域に工場などを有する企業11社（本訴継続中に破産した 1 社に対する訴えは取り
下げ）と、国道 1 号線、23号線、154号線、247号線を設置・管理する国に対して、健康被害などに
対する損害賠償と、環境基準値を超える大気汚染物質の排出の差止めを求めた事案が本件である。
［判決要旨］
①判決文の「事実及び理由」における「第三編　当該裁判所の判断」の「第一章　本件地域の大
気汚染と健康被害（集団的因果関係　その一）」の項目で、二酸化硫黄（硫黄酸化物）と健康被害
 
12 　吉村良一「大気汚染公害訴訟における因果関係論」法時73巻3号31頁。　この他、素因の問題に直接言及していない評釈とし
て、藤村和夫「尼崎大気汚染公害訴訟第一審判決」環境法研究26号　185頁、橋本博之「尼崎公害訴訟神戸地裁判決」月刊法
学教室237号　81頁、松村弓彦「尼崎大気汚染公害訴訟第一審判決」法律のひろば53巻6号　74頁、新山一雄「行政法から見た
抽象的差止めの意義」ジュリスト1181号　58頁、加藤了「尼崎環境公害訴訟判決その争点」判タNo.1037　9頁、秋山義昭「＜最
新判例批評52＞」判評508号（判時1743号）182頁、磯村篤範「尼崎道路公害訴訟第一審判決」『平成12年度重要判例解説（ジュ
リスト臨時増刊1202）』37頁、大杉麻美「尼崎公害訴訟神戸地裁判決」環境法研究27号　127頁、山内康雄「尼崎大気汚染公害
訴訟」法時73巻3号59頁、山内康雄「尼崎公害裁判と公調委のあっせん」法と民主主義386号　30頁、羽柴修「尼崎道路公害訴
訟と公害調停」環境と公害32巻4号　57頁などがある。
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との間の因果関係を肯定し、二酸化窒素との因果関係は否定し、さらに、浮遊粒子状物質との因果
関係についてもこれを否定した。次で、「第二章　沿道の大気汚染と健康被害（集団的因果関係　
その二）」において、二酸化窒素と指定疾病との因果関係を否定し、浮遊粒子状物質との因果関係
については、高度の蓋然性があると判断した。
②第三編の「第三章　争点三（個別的因果関係）についての判断」という項目の、「第二　他因
子の評価及び増悪について」という小項目で以下のように述べた。「一　被告らは、アトピー素因
や喫煙等、本件患者の側に存する他因子をもって、指定疾病の原因であることを主張する。しかし、
前述のとおり、本件地域、沿道における大気汚染は一定の限度において、指定疾病を発病、増悪さ
せる高度の蓋然性を有していたのであるから、これら他因子の存在をもって個別的因果関係が全面
的に否定されるというものではない。しかし、・・・アトピー素因等は気管支喘息に対し、多大の
影響を及ぼすことが認められる。したがって、これらの事情、因子が存在する場合には、大気汚染
のみの寄与に係る疾病部分のほか、本件患者の側にも大気汚染と他因子の競合的な寄与に係る部分
もあると認めるのが相当である。 そして、このような場合、被害者側の原因の態様や程度に照ら
して、加害者に損害の全部を負担させるのが公平の観点から相当でないときは、民法七二二条二項
の規定を類推適用して、被害者側の原因を斟酌することができると解するのが相当である。そこで、
以下において、このような見地から各他因子の存在をいかに評価すべきかを順次検討し、さらに発
病と増悪の区別について判断する。」「二　アトピー素因　１　・・・アトピー素因はいわゆるアトピー
型気管支喘息については、まさしくその発病因子となるものであること、環境庁平成八年度サーベ
イランス調査では、気管支喘息について『本人、親ともにアレルギー素因のある』対象者の有症率
は『アレルギー素因を持たない』対象者の五ないし六倍に上り、昭和六三年度〜平成二年度名古屋
市公害対策局調査では、アレルギー疾患を有する対象者の有症率が有意に高率であるなど、疫学調
査においても気管支喘息の有症率とアトピー素因の有無が有意に相関していることが認められる。
そうすると、気管支喘息が大気汚染によって発症、増悪するといっても、気管支喘息患者にアトピー
素因が存在する場合には、右素因との競合を考えることが必要となる場合がある。このような場合、
大気汚染の原因者に対し気管支喘息の発病、増悪という健康被害の全部の責任を負わせるのは公平
の観点から相当でなく、大気汚染の原因者が賠償すべき損害の額を相当程度減額すべきである。　
２　しかし、アトピー素因は、生来の体質であって被害者にとって選択の余地がない上、我が国の
国民にかなりの割合で存在するものであり、また特に若年層を中心に現在に至るまで増加傾向にあ
る。したがって、損害の公平な分担の観点から、アトピー素因を大きな減額要因とすることは相当
とはいえず、右による減額の割合は原則として三割とするのが相当である」とした。さらに、「三
喫煙について　 1 　・・・喫煙者は非喫煙者に比し、呼吸器疾患症状の有症率が高く、肺機能が低
下しており、喫煙量増加につれて更に悪化すること、呼吸器症状がなくても、喫煙者は末梢気道の
機能異常を有する者が非喫煙者より多いこと（六一年度専門委報告）、煙草の煙には窒素酸化物も
極めて高濃度（二五〇ppm前後、このうち二酸化窒素は四〇〜五〇ppm）含まれていること、喫煙
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者が慢性気管支炎、肺気腫に罹患する確率は非喫煙者に比べ高いことが認められる。 2 　・・・そ
うすると、一定程度の喫煙歴が存在する場合には、右喫煙歴と大気汚染との競合を考えることが必
要である。そして、このような場合、大気汚染の原因者に対し、慢性気管支炎、肺気腫の発病、増
悪という健康被害についての全部の責任を負わせるのは、公平の観点から相当ではないというべき
であるから、大気汚染の原因者が賠償すべき損害の額と相当程度減額すべきである。 3 　喫煙の程
度については、・・・喫煙年数に一日の本数を乗じたブリンクマン指数を一定の指標とするのが相
当であると認められる。そして、右指数を用いた場合の判断であるが、前記証拠の記載も考慮する
と、少なくとも、発病までのブリンクマン指数が一〇〇〇を超えるような極度に重度の喫煙者が、
慢性気管支炎、肺気腫を発病したときには、大気汚染とこれらの疾病との因果関係を否定するのを
原則とすべきである。また、これに至らない喫煙者についても、損害の公平な分担の見地から寄与
度減額をすべきであり、その割合は原則として四割とし、喫煙本数、期間に応じて増減するのが相
当である。これに対し、気管支喘息については、右割合を大きく見るのは相当とはいえない」とし
た13。
③第三編の「第八章　争点六（損害賠償の額）について」という大きな項目の「第二　損害額の算定」
という段において、第三章第二の判決文を引用しつつ、アトピー素因につき三割の減額を、喫煙に
つき四割の減額をおこなっている14。
［本判決の検討］
アトピー素因について、個別的因果関係の争点において過失相殺規定の類推適用をして減額要素
としている（②判旨）。前記７尼崎判決同様の法的構成および素因減額判示内容になっている。喫
煙については、慎重な判断をしている点は特徴的と言える。素因の問題に関しては、前記 7 判決に
類似していると思われる15。
９　東京大気汚染第一次訴訟第一審判決
　　東京地裁平成14年10月29日判決（判時1885号23頁）
［事実概要］
前記判例時報の匿名冒頭記事によれば、事実関係はおおむね以下のようである。本件の原告らは、
東京都23区内に過去または現在、居住または勤務し、公害健康被害補償法に定める指定疾病（気管
支ぜん息、慢性気管支炎、肺気腫及びこれらの続発症）に罹患したとする者である患者とその相続
 
13　判時1746号46，47頁。
14　判時1746号73頁。
15 　なお、素因の問題を直接検討対象としていない評釈として、加藤雅信「名古屋南部大気汚染公害訴訟第1審判決」別冊Jurist 
No.206 40頁、竹内平「名古屋南部大気汚染公害訴訟」法時73巻3号62頁、大塚直「一人の原告の健康被害のために道路の併用
の差止めを認めた例」法学教室No.248　16頁、金炳学「名古屋南部大気汚染公害訴訟」早稲田法学78巻2号429頁、浜島裕美
「名古屋南部大気汚染訴訟判決における差止論の評価」環境法研究27号133頁などがある。
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人である。原告ら99名は、自動車から排出されている大気汚染物質が主要汚染源となって健康被害
等の損害が発生していると主張して、国道の管理者である国、首都高速道路の管理者である首都高
速道路公団、都道の管理者である東京都と自動車メーカー 7社を被告として、差止め請求および損
害賠償請求をした。
［判決要旨］
個別的因果関係を認定した上で、第三編「第七章　争点 8 （損害額の算定等）について」という項
目の「第三　本件各対象患者が被った損害について」という段の「二　アトピー素因（アレルギー体
質）による減額の要否について」という小項目で次のように詳細な判示をした。「前記認定のとおり、
アトピー素因（アレルギー体質）とは、一定のアレルゲンに暴露したときにIgE抗体を産生しやすく、
感作が成立しやすい体質のことをいうものであり、アトピー素因を有することは、アトピー素因型の
ぜん息の発症の機序において、その素因であり、最も強力な危険因子であるとされており、千葉大調
査等の疫学調査においても、気管支ぜん息の発症とアレルギー歴との有意な関連が認められているこ
となどから、アトピー素因を有することと気管支ぜん息の発症、増悪との間には、強い関連があるこ
とがあきらかである。そこで、この素因ないし体質の存在を、損害賠償額を算定するに当たって斟酌
すべきか否かが問題となる。被害者に対する加害行為と加害行為の前から存在した被害者の疾患とが
共に原因となって損害が発生した場合において、当該疾患の態様、程度等に照らし、加害者に損害の
全部を賠償させるのが公平を失するときは、裁判所は、損害賠償の額を定めるに当たり、民法七二二
条二項所定の過失相殺の規定を類推適用して、被害者の疾患を斟酌することができるものというべき
であるが、被害者が平均的な体格ないし通常の体質と異なる身体的特徴を有しており、これが加害行
為と共に原因となって身体的被害を発生させ、又は損害の拡大に寄与したとしても、上記身体的特徴
が疾病に当たらないときは、特段の事情が存しない限り、これを損害賠償の額を定めるに当たり斟酌
することはできないものと解すべきである（最高裁昭和63年（オ）第一〇九四号平成四年六月二五日
第一小法廷判決・民集四六巻四号四〇〇頁、平成五年（オ）第八七五号同八年一〇月二九日第三小法
廷判決・民集五〇巻九号二四七四頁参照）。上記の見解に立って本件をみると、アトピー素因ないし
アレルギー体質は、上記のとおり、一定のアレルゲンに暴露したときにIgE抗体を産生しやすく、感
作が成立しやすい体質であるが、このようなアレルギー体質は、我が国の国民に相当の割合で存在す
るものであって、それ自体は疾病ではなく、アレルギー体質を有する者のうち、特に気道において感
作しやすい体質を有する者が、一定の種類のアレルゲン（ハウスダクト、ダニ、カビ等、人により
異なる。）に暴露することにより感作が成立し、再度アレルゲンに暴露することにより発作を起こし、
発症に至るのであって、疾患に該当しないこのような体質（通常の体質とは異なる身体的特徴）を損
害賠償の額を定めるに当たり斟酌することは、特段の事情が存しない限りできないものというべきで
ある。そして、本件において、上記の特段の事情の存在を認めるに足りる証拠はなく、また、・・・
現在、判明しているアレルゲンは約三〇〇種類程度であり、現在、更に研究が行われていること、実
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際に行われているIgE抗体値測定検査（RAST検査）は、各種のアレルゲンのうちごく代表的な数種
だけの検査をしているのが実情であること、したがって、気管支ぜん息の患者でアレルゲンが特定で
きない者（非アトピー型患者）であっても、将来、研究が進めば、当該疾患についてのアレルゲンが
新たに発見されることもあり得るし、また、現状でも、より網羅的なアレルゲン検査を行えば、当該
疾患についてのアレルゲンが確認されることもありうること、上記のような不十分なアレルゲン検査
のため、アレルゲンが特定されていないとの判断から非アトピー型患者に分類されている患者もいる
が、小児の九割以上、成人の場合も七割程度はアトピー型のぜん息であるとされていることが認めら
れる。このような医学的知見及びアレルゲン検査の現状等を前提とすると、非アトピー型に分類され
ている患者とアトピー型に分類されている患者との間に、アトピー素因の有無を理由に損害額に差を
設けることが、公平の理念に沿うものとはいい難いのであって、この観点からも、アトピー素因といっ
た一定の体質を、損害賠償の額を定めるに当たり斟酌することは相当ではないというべきである。もっ
とも、アトピー素因を有する者が、幹線道路沿道の自動車排出ガスに暴露して発作を起こす以前に、
自動車排出ガスの影響を受けない別の場所等で既に気管支ぜん息を発症している場合には、この疾患
に罹患している事実を損害額の算定に当たり斟酌するのは当然であるが、それは、気管支ぜん息（疾患）
に罹患している事実を斟酌したのであって、アトピー素因ないしアレルギー体質の存在を斟酌したも
のではないことは明らかである。してみると、本件において、アトピー素因の存在それ自体を損害賠
償の額を定めるに当たり斟酌することは、相当ではないというべきである」とした16。
［判例評釈の文献］
法務省の都築参事官は、尼崎、名古屋南部、東京の 3 つの道路公害訴訟について検討され、特に、
東京大気汚染訴訟において、アトピー素因が斟酌されなかったことについて以下のように批判的な
主張をされている。「東京判決は、アトピー素因について、・・・損害額を定めるに当たり斟酌する
ことは、特段の事情がない限り、できないとしている。しかし、・・・気管支ぜん息におけるアトピー
素因は、前記のとおり、それだけで発症に結びつくような最も強力な危険因子であるから、疾患と
はいえないような単なる身体的特徴が競合した場合と同視することには問題があるといわなければ
ならない」とする17。
 
16　判時1885号160，161頁。
17　都築政則「道路公害訴訟の概観」法律のひろば56巻6号9頁。なお、素因の問題に直接言及していない評釈として、小沢年樹
「東京大気汚染公害訴訟」法時73巻3号65頁、同「東京大気汚染訴訟の和解について」環境と公害　37巻2号54頁、奥田進一
「東京大気汚染公害訴訟　a. 特徴と民事責任のあり方」環境法研究28号（有斐閣　2003）、加藤了「東京大気汚染公害訴訟
　b. 差止め」環境法研究28号（有斐閣　2003）小賀野晶一「東京大気汚染公害訴訟　c. 損害賠償における瑕疵論、過失論」
環境法研究28号（有斐閣　2003）同「東京大気汚染訴訟　東京地裁判決における因果関係論」判タ1114号4頁、吉川栄一「道
路公害と自動車メーカーの責任」上智法学論集第46巻3号78頁、加藤了「自動車排出ガスによる東京都大気汚染公害損害賠償
等請求事件」判例地方自治No.248　41頁、小林容子「深刻な被害を生み続ける東京の道路公害」法と民主主義No386　36頁、
大塚直「東京大気汚染第一次訴訟第一審判決」判タ1116号31頁、西村隆雄「東京大気判決の提起する方向」自由と正義Vol.54 
No.3　21頁、渡邉知行「大気汚染公害における自動車メーカーの責任」自由と正義Vol.54 No.3　30頁、吉村良一「東京大気汚
染公害の問題点」法時75巻2号1頁、同「大気汚染公害訴訟の流れと東京訴訟判決」環境と公害Vol.32 No.4　22頁、松村弓彦
「東京大気汚染訴訟一審判決における因果関係論の問題点」法律のひろば56巻6号13頁、岩渕正紀「大気汚染と自動車メー
カーの民事責任」法律のひろば56巻6号28頁などがある。
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［本判決の検討］
被害者の素因を考慮することが少なくとも交通事故事例では定着し、なおかつ、前記 7 尼崎判決、
8 名古屋南部判決という流れの中で、賠償額算定において、アトピー素因の問題を採り上げ、慎重
に判断したうえで、これを斟酌するべきでないと判示した事例として大いに注目される。また、「疾
病」なのか、それとも「身体的特徴」なのかという概念枠組みの属性に関しての争いから抜け出し
て、その「体質」（アトピー素因）がいかに「通常的なものであるか」が判断され、すなわち、日
常危険において惹起される可能性が判断され、それを斟酌するのかしないのかが判断された裁判例
として画期的なものであると考える。
Ⅳ　公害と被害者の素因に関する学説
この章では、被害者の素因という公害による人身損害発生に対する有害物質以外の他因子の考慮
の問題という観点から重要と思われる３つの学説についてのみ採り上げることとする。
はじめに、人身損害賠償事例における交通事故訴訟と公害訴訟との相違という点について、淡路
教授の見解を採り上げたい。淡路教授は、「人身損害賠償の算定については、交通事故賠償方式が
圧倒的に大きな影響を与えている」。「交通事故賠償方式はかなり固まったものとなり、事件数の圧
倒的な比重と相俟って、それは不法行為に基づく損害賠償算定の一般理論と考えられていた。四大
公害訴訟が提起され、損害論においてまず克服されなければならなかったのは、このようなものと
しての交通事故賠償方式であった」とされる。そして、「例えば、熊本水俣病判決は次のごとく指
摘する」とし、『まず第一に、公害は、交通事故などの通常の生命身体に対する侵害の場合と異なり、
常に企業によって一方的に惹起されるものであって、被害者は加害者の立場になり得ず、また被害
者が容易に加害者の地位にとって替るということがない』などの点を採り上げて、交通事故訴訟と
公害訴訟における損害賠償算定の基本的な考え方に違いがあることを指摘する18。淡路教授のこの
ような主張の目的は、「一括・一律請求」「包括請求」といった損害賠償額算定理論の検討、肯定へ
と議論を進めることにあったのであるが、双方の訴訟事例の相違点についての初期の見解であった。
第二に、被害者の素因の問題の取り扱いについて、素因不考慮説の立場からの代表としては吉村
教授の見解が説得的であるように思われる。被害者の素因の問題について、「これは交通事故にお
いて問題となることが多いが、公害事例においても、例えば、大気汚染公害の場合の被害者のアレ
ルギー体質等を減額要因として斟酌すべきかどうかが問題となる」とし、「素因の寄与の問題につ
いては、原則としてそれを顧慮しないで損害賠償を認めるべきであり、賠償が減額されるのは、過
失相殺が適用可能な場合、すなわち、素因の存在を知り（または知りうべき）ながら、それが損害
発生や拡大に寄与することを避けるために（人の行動の自由を不当に制限しない範囲で）要求され
る注意を怠るなど、被害者に何らかの『不注意』と見られる事情が存在する場合に、限るべきである。」
 
18　淡路剛久『公害賠償の理論』（有斐閣　1975）148、149頁
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「例えば、病気に悪いことを認識しながら喫煙を継続したような場合に、すなわち、同規定を適用（類
推や趣旨の類推ではなく）できる場合に限定すべきではないか」とされるものである19。この吉村
教授の見解は、被害者の素因の問題に対する教授の当初からの持論であり、素因不考慮説の一角を
形成するものである。
第三には、確率的心証論との関係である。そもそも公害裁判、その中でもとりわけ大気汚染公害
裁判では、有害物質以外の「他因子」の寄与・影響が大きな問題となる。被害者の素因もまぎれも
なく「他因子」の一つであるから、本来的には、被害者の素因を論じるうえで、避けることができ
ない問題である。渡邉知行教授は、因果関係について、裁判官の心証度を賠償額に反映させること
について、積極的な立場を示す20。しかし、本稿では、焦点を「被害者の素因」といういわば特殊
な因子に限定した分析・検討を目的とすること、および、筆者が、確率的心証論は、あらゆる訴訟
全般に影響を与える議論であるという立場を採ることを理由として、検討は今後の課題とした。筆
者として、付け加えておきたいことは、確率的心証論は、因果関係の証明の問題であるので、訴訟
法上の問題という大前提を置かなくてはならないものの、「因果関係」の問題という視点から捉え
ることができるものと考えているということである。
Ⅴ　まとめ
最後に、本稿における判例と学説の検討を通じた総括的観点からまとめをしておきたい。
まず、大気汚染事例における、喫煙という因子については、 1 四日市判決では、これさえも考慮
事由とはしていないが、それ以降の判決で述べられているように、被害者本人の自由意思の問題で
もあることから、健康被害が明確である状況下においては、「被害者の過失」として過失相殺でき
るものと考えることが妥当である。
次に、アレルギー等の素因についてであるが、この因子を考慮事由とした判決は、2 多奈川判決、
3 千葉川鉄判決、 7 尼崎判決、 8 名古屋南部判決がある。 2 多奈川判決においては、信義則の適用
という法的構成が採られたことは特徴的であった。 3 千葉川鉄判決では、慰藉料認定に際して考慮
されており、 7 尼崎判決、 8 名古屋南部判決では個別的因果関係検討の項目の中で、民法722条 2
項の類推適用という構成が述べられた上で、賠償額算定において考慮されていた。この、 7 尼崎判
決（②判旨）と 8 名古屋南部判決（②判旨）では、アレルギー素因などを結論として考慮をしては
いるものの、その過程で、その体質についてわが国の国民にかなりの割合で存在していることなど
を判示していた。また、 9 東京判決においては、その評釈で、都築参事官がアレルギー素因考慮を
 
19 　吉村良一『公害・環境私法の展開と今日的課題』（法律文化社　2002）319，320頁。なお、当該引用部分につき初出がある。淡
路剛久・寺西俊一編『公害環境法理論の新たな展開』（日本評論社1997）における吉村良一教授の論稿「公害賠償における『割
合的責任』論の検討」（253〜266頁）である。
20 　渡邉知行「大気汚染公害訴訟における因果関係の認定」名古屋大学法政論集201号619頁、なお、当該論文において、加藤雅
信教授も、場面を限定して確率的に因果関係を認定する立場に肯定的であることが示されている。この点につき、加藤雅信『新
民法体系Ⅴ　事務管理・不当利得・不法行為』（有斐閣　2002）276頁以下参照。
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批判したのであった。
他方、素因を不考慮とした判例としては、 1 四日市判決、 5 西淀川判決、 6 川崎判決、 9 東京判
決がある。その根拠としては、吉村教授などの見解も踏まえて、全体として、次の 2 つに集約され
ると思われる。一つは、交通事故事例と異なり、公害事例においては、被害者と加害者の立場が、
「非対称的」であり、かつまた、「非互換的」なものであるという特徴があるゆえに、発生・増悪し
た損害について、被害者の事情を斟酌できないという価値判断が作用しているという点である。も
う一つは、一般的に、「疾患」として認識されている「アレルギー」というものについて、それは
広く国民の多くに存するものであるから、「体質」として考えるべきであり、したがって、アレルギー
が引き起こす危険は特殊なものではないという考え方によるものであると思われる。
本稿Ⅱにおいて示した検討の視点について最後のポイントは、素因は因果関係の問題なのか、被
害者の非難可能性の問題なのかという点である。大気汚染訴訟においては、因果関係認定の際に、
また、特に、個別的因果関係認定において、被害者の身体に関する様々な他因子が問題とされる。
被告はその他因子をもって因果関係中断事由として主張するのである。それについては、個別的因
果関係の検討の項目で他因子が民法 722 条 2 項の類推適用を受けるものであると判示した７尼崎判
決や８名古屋南部判決に注目しておく必要がある。さらに、そのことと関係して、訴訟法上の理論
である確率的心証論などもその採否が問題とされているのである。以上のような事情を勘案すると、
少なくとも大気汚染公害訴訟においては、他因子たる素因を裁判所は因果関係に関係する一要素と
して捉えていると考えられる。明らかに非難可能性が問題となる喫煙とは項目をわけて賠償額を認
定していることからもそのように理解できよう。
本稿では、公害、とりわけ、大気汚染訴訟の検討を行うことによって、被害者の素因が交通事故
事例とは異なる法的な処理がされていることを考察した。大気汚染訴訟等においては、確率的心証
論もそのトーンを今日増しつつある状況にあると言える。本稿では紙幅の都合上、その検討は割愛
させていただいたので、今後の課題とさせていただきたい。
 （了）
 （たにぐち　さとし・本学経済学部准教授）
